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Ⅰ 医 療 機 関 
 

１ 病 院 
 (1) 病院数 

令和５年10月１日現在の病院数は129施設である。 

病院の種類別では、一般病院は112施設(療養病床を有するもの53施設)で、全病

院の86.8％である。精神科病院（精神病床のみを有する病院）は17施設、結核療養

所（結核病床のみを有する病院）は０施設となっている。 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

(2) 病院病床数 

令和５年10月１日現在の病院が有する病床数は17,815床で、前年同時期に比べ

362床の減となっている。 

病床の種類別では、全病床の50.1％にあたる8,924床が一般病床であり、ついで

精神病床32.7％で5,828床、療養病床16.6％で2,960床、結核病床0.4％で71床、

感染症病床0.2％で32床となっている。 
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２ 一般診療所 
一般診療所数は令和５年10月１日現在906施設で、前年同時期に比べて12施設減

となっている。病床数は、2,095床である。 

なお、一般診療所の配置状況をみると、宮崎市・都城市・延岡市の３市に608施設

が設置され、県全体の67.1％を占めている。 
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３ 歯科診療所 
歯科診療所は令和５年10月１日現在479施設で、前年同時期に比べ9施設減とな

っている。 

なお、歯科診療所の配置状況をみると、宮崎市・都城市・延岡市の３市に337施設

が設置され、県全体の70.4％を占めている。 
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Ⅱ 医 療 関 係 者 
 

１ 医 師 
令和４年12月末現在における医師数は2,908人で、令和２年12月末現在に比べて

29人の増となっている。 

令和４年12月末現在における各都道府県の医師数を人口10万対で比較すると、全

国平均が274.7人であるのに対して、本県は276.4人と若干上回っており、全国第25

位である。 

なお、県内の医師の分布状況をみると､市部は 2,685 人で全体の 92.3％を占め、郡

部は223人で7.7％となっている。とくに宮崎市・都城市・延岡市の３市の医師数は、

2,224人で全体の76.5％を占めている。 
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次に、令和４年12月末現在の従業形態別医師数をみると、病院の勤務者が最も多

く1,332人で全体の45.8％を占め、次に診療所の開設者が640人、22.0％、医育機

関436人、15.0％、診療所の勤務者が269人、9.3％となっている。 
 

 

 
 

 ※ 医育機関には、医学・看護学の教育機関又は研究機関の勤務者(医育機関附属病院の勤務者を含む)及

び大学院生で基礎系の者を計上している。 

 

 

２ 歯科医師 
令和４年12月末現在における歯科医師数は734人で、令和２年12月末現在に比べ

て３人増となっている。 

令和４年12月末現在における各都道府県の歯科医師数を人口10万対で比較する

と、全国平均が84.2人であるのに対して、本県は69.8人で全国第33位である。 

県内の歯科医師の分布状況をみると、市部は657人で全体の89.5％を占め、郡部

は77人で10.5％となっている。とくに宮崎市・都城市・延岡市の３市の歯科医師数

は、533人で全体の72.6％を占めている。 

 

 
 ※ 市町村合併により、平成22年から旧清武町が宮崎市に入っている。 
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令和４年12月末現在の従業形態別歯科医師数をみると、診療所の開設者が最も多

く459人で、全体の64.6％を占め、次が診療所の勤務者206人で29.0％となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 ※ 医育機関には、医学・看護学の教育機関又は研究機関の勤務者(医育機関附属病院の勤務者を含む)及

び大学院生で基礎系の者を計上している。 

 

 

 

３ 薬 剤 師 
令和４年12月末現在における薬剤師数は2,288人で、令和２年12月末現在に比べ

て16人増となっている。 

令和４年12月末現在における各都道府県の薬剤師数を人口10万対で比較すると､

全国平均が259.1人であるのに対して、本県は217.5人で全国第35位である。 

県内の薬剤師の分布状況をみると、市部は2,090人で全体の91.3％を占め、郡部

は198人で8.7％となっている。とくに宮崎市・都城市・延岡市の３市の薬剤師数は

1,688人で全体の73.8％を占めている。 
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なお、令和４年12月末現在の従業形態別薬剤師数は、薬局の勤務者が1,151人、

50.3％、病院又は診療所における調剤・病棟業務の従事者が526人、23.0％、薬局の

開設者が225人、9.8％となっている。衛生行政又は保健衛生業務の従事者は、64人

2.8％、その他213人、9.3％、無職109人、4.8％である。 

 

 

４ 保健師・助産師 
令和４年12月末現在における就業者数は、保健師746人、助産師353人で、令和

２年12月末現在に比べて保健師46人、助産師2人の増となっている。 

 

   
 

次に、令和４年12月末現在における保健師・助産師の就業状況をみると、保健師で

は、市町村勤務者が最も多く367人で全体の49.2％を占め、次が保健所及び都道府県

勤務者の191人、25.6％となっている。 

助産師では、病院勤務者が最も多く 197人で全体の 55.8％を占め、次が診療所勤務者

の 98人、27.8％となっている。 

 （各年12月末現在）

449 463 519 532 599 608 638 673 700 746

203 202 243 254 290 307 297 321 351 353

　第17表　保健師・助産師の就業者数の推移

年
H16 18 20 22

区　分

保　　健　　師

助　　産　　師

24 26 28 30 R2 4
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 ※ 割合は、小数点以下第２位で四捨五入しているため、合計しても必ずしも100とならない。 

 

 
 

５ 看護師・准看護師 
令和４年12月末現在における就業者数は、看護師15,097人、准看護師5,309人

で、令和２年12月末現在に比べて看護師466人の増、准看護師473人の減となって

いる。 

 

 
 

 （各年12月末現在）

全　　国 30.7 31.5 34.0 35.2 37.1 38.1 40.4 41.9 44.1 48.3

本　　県 38.6 40.3 45.7 46.9 53.2 54.6 58.2 62.3 65.4 70.9

全　　国 19.8 20.2 21.8 23.2 25.0 26.7 28.2 29.2 30.1 30.5

本　　県 17.5 17.6 21.4 22.4 25.8 27.6 27.1 29.7 32.8 33.6

　第18表　人口10万対保健師・助産師の就業者数の全国と本県との比較

助  産  師

区　分

保　健　師

24 26 28 30 R2 4
年

H16 18 20 22

 （令和4年12月末現在） 

実数 746 191 367 17 23 62 1 47 16 22

割合 100.0 25.6 49.2 2.3 3.1 8.4 0.1 6.3 2.1 2.9

その他区　分 総　数

保
健
師

　第19表　保健師の就業先の状況

保健所
都道府県

市町村 病　院 診療所
介護保険施設

等・社会福祉

施設

訪問看護

ステーション 事業所
学校・
養成所

 （令和4年12月末現在） 

開設者 従事者 出　張

実数 353 21 4 8 197 98 2 8 13 2

割合 100.0 5.9 1.1 2.3 55.8 27.8 0.6 2.3 3.7 0.6

助
産
師

助　産　所

　第20表　助産師の就業先の状況

病　院 診療所 保健所 事業所
学校・
養成所

その他区　分 総　数

 （各年12月末現在） 

16,746 17,015 17,676 18,297 19,395 19,639 19,993 20,210 20,413 20,406

女 8,778 9,182 9,806 10,476 11,155 11,556 12,064 12,485 12,908 13,283

男 628 721 860 998 1,159 1,309 1,428 1,548 1,723 1,814

女 6,700 6,469 6,367 6,196 6,440 6,165 5,895 5,610 5,239 4,839

男 640 643 643 627 641 609 606 567 543 470

看　護　師

准 看 護 師

総　　　　　数

R2 4
区　分

　第21表　看護師・准看護師の就業者数の推移

年
H16 18 20 22 24 26 28 30
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次に令和４年12月末現在における看護師・准看護師の就業状況をみると、看護師で

は病院勤務者が最も多く9,612人で全体の63.7％を占め、次が診療所勤務者の2,311

人、15.3％となっている。 

准看護師では、病院勤務者が最も多く1,681人で全体の31.7％を占め､次が診療所

勤務者の1,678人、31.6％となっている。 

 

 
 ※ 割合は、小数点以下第２位で四捨五入しているため、合計しても必ずしも100とならない。 

 

 
 

 

 

 （令和4年12月末現在） 

実
数

15,097 9,612 2,311 1,233 355 756 286 45 120 379

割
合

100.0 63.7 15.3 8.2 2.3 5.0 1.9 0.3 0.8 2.5

女
実
数

13,283 8,156 2,204 1,139 316 680 264 44 117 363

男
実
数

1,814 1,456 107 94 39 76 22 1 3 16

実
数

5,309 1,681 1,678 1,409 324 56 1 1 14 145

割
合

100.0 31.7 31.6 26.5 6.1 1.1 0.1 0.1 0.3 2.7

女
実
数

4,839 1,426 1,589 1,314 301 53 1 1 14 140

男
実
数

470 255 89 95 23 3 0 0 0 5

准看護師

市町村 その他

看護師

　第23表　看護師・准看護師の就業先の状況

区　分 総　数 病　院 診療所
介護保険

施設
社会福祉
施設

訪問看護

ステーション

学校・
養成所

保健所
都道府県

　第24表　看護職員の年次別、職種別就業者数（単位：人、％）
 （各年末） 

就業届年 保健師 助産師 看護師 准看護師 計

令和　２ 700 351 14,631 5,782 21,464
令和　４ 746 353 15,097 5,309 21,505

対前回伸び率 6.6 0.6 3.2 △ 8.2 0.2
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６ 歯科衛生士・歯科技工士 
 

 
 

 

７ 診療放射線技師・診療エックス線技師・臨床検査技師・衛生検査技師･

理学療法士・作業療法士・視能訓練士・言語聴覚士・精神保健福祉士・

臨床工学技士 
 

 
 ※ 表中の人員は、病院従事者数(常勤換算値)である。 

 

 

８ あん摩マッサージ指圧師・はり師・きゅう師・柔道整復師 
   令和４年12月末現在の県内の従事者は、あん摩マッサージ指圧師として877名、

はり師として1,054名、きゅう師として1,033名となっている。施術所の数は936か

所となっている。 

また、柔道整復師数は472名で、柔道整復の施術所の数は357か所となっている。 

 

 （各年10月1日現在） 

年
区分

歯 科 衛 生 士 1,100 1,163 1,238 1,281 1,339 1,397 1,429 1,445 1,484 1,502 1,529

歯 科 技 工 士 386 374 365 357 324 359 345 347 348 352 344

428 30 R2

　第25表　数の推移

H14 16 18 20 22 24 26
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Ⅲ 医 療 ・ 薬 務 対 策 
 

１ 医療計画の推進 
人口減少・少子高齢化が進行する中、疾病構造の変化や、医療の高度化・専門化の

進展など、医療を取り巻く環境の変化に対応し、限られた医療資源の中で、県民が質

の高い医療を安心して受けられる医療体制を確立するため、宮崎県医療計画に基づき、

各種施策を推進しているところである。 

 

２ へき地医療 
(1) へき地の現状 

本県では、地理的条件等から医療に恵まれない地域、いわゆるへき地が県北西部を

中心に点在している状況にあり、過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法の

指定地域は22地域(16市町村)、山村振興法の指定区域は24区域(16市町村)、離島振

興法の指定区域は３島(３市)で、これに対し、厚生労働省が令和４年度に調査した無

医地区は13地区(５市町村)、無歯科医地区は15地区(６市町村)となっている。 

ア 「無医地区」の定義 

令和４年10月厚生労働省調査によると「無医地区」とは、医療機関のない地域で、

当該地区の中心的な場所を起点として、おおむね半径４㎞の区域内に50人以上が居

住している地区であって、かつ容易に医療機関を利用することができない地区をい

う。 

(注)（ア）この定義でいう「医療機関」とは、病院及び一般診療所をいい、へき地

診療所等で定期的に開診されている場合を含む。 

（イ）この定義でいう「おおむね半径４㎞の区域」のとり方は地図上の空間距

離を原則とするが、その圏内に存在する集落間が、山、谷、海などにより

断絶されている場合は、分割して差し支えない。 

（ウ）この定義でいう「容易に医療機関を利用することができない」場合とは、

夏期における交通事情が次の状況にある場合をいう。 

ａ 地区の住民が医療機関まで行くために利用することができる定期交通

機関がない場合。 

ｂ 地区の住民が医療機関まで行くために利用することができる定期交通

機関はあるが、１日３往復以下であるか、または４往復以下であるが、

これを利用しても医療機関まで行くために必要な時間（徒歩が必要であ

る場合は徒歩に必要な時間を含む。）が１時間をこえる場合。 

ｃ ただし、上記ａまたはｂに該当する場合であっても、タクシー、自家

用車（船）の普及状況、医師の往診の状況等により受療することが容易

であると認められる場合は除く。 

（たとえば、道路事情(舗装状況、幅員等)、地理的条件(都市の郊外的存

在)、近在医師の往診が容易である等、医療機関がないことについて、住

民の不便、不安感がないというような事情が考慮される。） 
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イ 「無歯科医地区」の定義 

        令和４年10月厚生労働省調査で「無歯科医地区」とは、歯科医療機関のない地

域で、当該地区の中心的な場所を起点として、おおむね半径４㎞の区域内に50人

以上が居住している地区であって、かつ容易に歯科医療機関を利用することができ

ない地区をいう。 

     (注）（ア）この定義でいう「歯科医療機関」とは、医療法施行令第３条の２第１項

第２号の規定による歯科（小児歯科、矯正歯科又は歯科口腔外科を含む）

を標榜する病院及び歯科診療所をいう。 

         （イ）この定義でいう「おおむね半径４㎞の区域」のとり方は地図上の空間距

離を原則とするが、その圏内に存在する集落間が、山、谷、海などにより

断絶されている場合は、分割して差し支えない。 

         （ウ）この定義でいう「容易に歯科医療機関を利用することができない」場合

とは、夏期における交通事情が次の状況にある場合をいう。 

             ａ 地区の住民が歯科医療機関まで行くために利用することができる定期

交通機関がない場合。 

             ｂ 地区の住民が歯科医療機関まで行くために利用することができる定期

交通機関はあるが、１日３往復以下であるか、または４往復以下である

が、これを利用しても歯科医療機関まで行くために必要な時間（徒歩が

必要である場合は徒歩に必要な時間を含む。）が１時間をこえる場合。 

             ｃ ただし、上記ａまたはｂに該当する場合であっても、タクシー、自家

用車（船）の普及状況等により受療することが容易に認められる場合を

除く。 

               （たとえば、道路事情（舗装状況、幅員等）、地理的条件（都市の郊外

的存在）等について、住民の不便、不安感がないというような事情を考

慮して判断すること。） 

　第27表　無医地区の推移

(各年各月末現在)

区　分

年　月 地区数 人　口 市町村数

人

昭和46年１月 91 26,094 26

　　48年７月 83 22,570 26

　　53年10月 64 16,345 24

　　59年11月 40 9,253 20

平成元年７月 34 7,486 18

　　６年９月 32 8,316 16

　　11年６月 29 5,238 13

　　16年12月 22 3,696 10

　　21年10月 17 3,045 8

　　26年10月 14 2,673 6

令和元年10月 13 2,237 5

　　４年10月 13 2,018 5

無　医　地　区
備　　　　考
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(2) へき地医療対策 

ア へき地巡回診療 

（ア）へき地医療拠点病院による巡回診療 

        平成18年４月に、へき地医療拠点病院（※）の指定を受けた椎葉村国民健康保

険病院により村内の無医地区に対する巡回診療を行っている。 

 
（※） へき地診療所等への代診医等の派遣、へき地従事者に対する研修、遠隔診療支援等の診療支援事業等が

実施可能な病院（椎葉村国民健康保険病院、県立延岡病院（Ｒ６～）） 

 

 
   第29表 へき地医療拠点病院による巡回診療実施状況（令和５年度） 
 

              椎葉村国民健康保険病院 
 

市 町 村 名 地 区 名 回  数 

椎 葉 村 

 

 

財   木 

栂   尾 

大  河  内 

12 

12 

12 

１ 村 ３ 地 区 36 

 

 

 

 

 

　第28表　無歯科医地区の推移

(各年各月末現在)

区　分

年　月 地区数 人　口 市町村数

人

昭和46年１月 119 58,971 27

　　48年７月 119 55,954 26

　　53年10月 86 35,898 26

　　59年11月 53 15,610 23

平成元年７月 41 11,646 21

　　６年９月 40 13,556 21

　　11年６月 36 8,720 16

　　16年12月 28 6,605 13

　　21年10月 23 5,615 9

　　26年10月 17 3,921 8

令和元年10月 15 3,246 6

　　４年10月 15 2,906 6

無　医　地　区
備　　　　考
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（イ）無医地区等巡回診療支援 

          無医地区の医療を確保するため、県は昭和34年度からへき地巡回診療を実施

しており、昭和44年度から平成27年度までは日本赤十字社宮崎県支部に委託し

て巡回診療を行っていた。平成28年度からは、巡回診療を実施する医療機関の

支援を行っている。 

 

 
 

 

 

 
 ※ 平成27年度まで日赤宮崎県支部に委託し実施した実績 

 ※ 平成28年度から実施医療機関を支援した実績 
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（ウ）県歯科医師会委託による無歯科医地区の巡回診療 

          無歯科医地区の歯科医療を確保するため、昭和46年度から県歯科医師会に委

託して、へき地の歯科疾患の予防、治療等を行ってきた。昭和49年度からはへ

き地巡回診療車「歯のけんこう号」によって、平成26年度からは更新した歯科

診療・健診・災害対策支援車「歯ッピーひむか号」を活用して、県と延岡市で事

業を委託している。 

          県歯科医師会は、歯科医師、歯科衛生士、診療車運転手からなる診療班を編成

し、無歯科医地区を巡回して、次の事業を実施している。 

          ｏ歯科検診（保健指導、口腔衛生相談を含む）  

          ｏ歯科疾患の予防措置（歯科清掃及び薬物の塗布） 

          ｏ歯科疾患の治療 

          ｏ歯科衛生知識の普及指導 
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イ へき地出張診療所への医師派遣 

        医師の常駐が得られない市町村設置の診療所において、最寄りの開業医による出

張診療を実施している。昭和44年度から平成28年度までは県医師会への委託によ

り実施し、平成29年度からは実施する市町村の支援を行っている。 

 

 
 

      
  ※ 平成29年度から西岳診療所、宮浦診療所を補助対象として追加 

       ※ 令和２年度から木城町石河内へき地診療所を廃止 

       ※ 令和４年度から国庫補助事業分も追加 
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ウ へき地医療健康診査 

        へき地住民の疾病予防の保持をはかるため、保健所による健康診査班の派遣及び

保健師等による保健指導を昭和56年度から平成９年度まで実施していたが、平成

10年度からは市町村が当該業務を実施している。 

 

エ へき地診療所の整備 

        現在、県内には以下のへき地診療所及びへき地歯科診療所が整備されている。 
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オ へき地診療所の運営費助成 

        へき地の医療機関は、本来、人口の少ない地域に採算を度外視して設置されてい

るのが一般的であることから赤字経営となるものが多く、このため、病院・診療所

をかかえる市町村は、財政的負担を余儀なくされているのが実情である。 

        県においては、へき地診療所の育成を図るため、昭和42年12月20日から、へ

き地診療所整備費国庫補助金の交付を受けて設置した診療所等(国民健康保険直営

診療所を除く)の運営費について、補助金を交付している。 

 

 
 

 

 

カ 不採算地区病院運営費助成 

        県は、昭和49年度から市町村等の設置する病院で、離島、過疎等に所在する病

院の運営費についても助成していたが、平成５年度から地方交付税により財源措置

がなされている。 

 

 
 

 

　第38表　不採算地区病院に対する運営費助成状況

年度
区分

病 院 数 8 9 8 8 9 9 9

補 助 費
( 千 円 )

43,557 52,167 43,894 34,728 43,096 61,020 57,076

H元 2 3 4S60 62 63
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キ 自治医科大学 

        自治医科大学は、へき地や離島に住んでいるために医療の恩恵に浴する機会が少

ない住民の医療を確保するとともに、住民の健康の増進、福祉の充実を目的として

全国の都道府県が共同して昭和47年に設立した医科大学である。本県では、令和６

年３月までに103名が卒業している。 

        卒業生は、在学期間の1.5倍の期間(通常９年間)へき地等に勤務する義務があ

り、この義務年限中の卒業生の状況は次のとおりである。 

 

◎自治医科大学卒業義務内医師の状況（令和６年４月１日現在） 

・へき地病院・診療所勤務     14名 

・専門研修（県立宮崎病院）   ３名 

・専門研修（宮崎大学）     １名 

     ・臨床研修（県立宮崎病院）     ４名 

     ・県外             ２名 

合   計           24名 

 

 

ク 県へき地医療支援機構の設置 

県は、平成15年４月に、本県におけるへき地医療対策の各種事業をより円滑か

つ効率的に実施するため、県へき地医療支援機構(事務局：医療政策課内)を設置

し、「へき地医療支援計画」の策定を行っている。 

 

 

ケ へき地医療拠点病院運営事業 

道路交通網の整備や市町村合併などへき地環境の変化を踏まえて、高度化・多様

化する地域医療ニーズに対応するため、平成18年度から新たに「へき地医療拠点

病院」を指定し、医師の代診医派遣など、病院間のネットワーク構築を促進し、へ

き地医療機能強化を図ることとしている。 
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鹿 児 島 県

えびの市

高 原 町

都 城 市

小 林 市

日 南 市

串 間 市

綾町

西 都 市

西米良村

椎 葉 村

諸 塚 村

美 郷 町

延 岡 市

五ヶ瀬町

高千穂町

日之影町

日 向 市

木城町

熊 本 県

大 分 県

島浦島

栂尾

大河内

財木

石河内

中之又へき地出張診療

巡回診療所(尾八重)

銀鏡診療所

小川出張診療所

内山へき地診療所

広沢

倉輪

大戸野

築島

高城四家診療所
夏尾診療所

西岳診療所

宮浦診療所

巡回診療等実施地域図
（令和６年４月現在）

凡 例

巡 回 診 療

歯 科 巡 回 診 療

出 張 診 療
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え び の 市

高原町

都城市

小林市

日南市

串間市

綾 町

西都市

西 米 良 村

椎葉村
諸塚村

美郷町

延岡市

五 ヶ 瀬 町

高 千 穂 町

日 之 影 町

日向市

木城町

松 尾

大河内

仲 塔 下鹿川、上鹿川

無 医 地 区
（令和４年10月末現在）

祝子川 下 塚

立 岩

飯 干

小原井尾 向

不土野

酒谷８～10区

大納、名谷
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え び の 市

高原町

都城市

小林市

日南市

串間市

綾 町

西都市

西 米 良 村

椎葉村
諸塚村

美郷町

延岡市

五 ヶ 瀬 町

高 千 穂 町

日 之 影 町

日向市

木城町

松 尾

大河内

仲 塔 下鹿川、上鹿川

無 歯 科 医 地 区
（令和４年10月末現在）

祝子川 下 塚

立 岩

飯 干

小原井尾 向

不土野

酒谷８～10区

大納、名谷

島 浦

銀 上
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３ 救急医療 
近年、少子高齢化など社会生活環境の変化等により、小児救急医療体制の充実やメ

ディカルコントロ－ル体制の整備など、救急医療に対する需要は増大するとともに、

多様化、高度化しており、とりわけ、休日・夜間を含めた24時間対応の救急医療体

制の充実が強く望まれていることから、県では、昭和52年度から初期から第三次ま

での救急医療体制の整備充実を図っている。また、平成24年度から宮崎大学医学部

附属病院に救命救急センターを設置、併せて当該病院を基地病院として、ドクターヘ

リを導入し、県全体の更なる救急医療体制の充実・強化を図っている。 

 

宮崎県の救急医療体制 
（令和７年１月１日時点） 
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(1) 初期救急医療体制 

ア 休日夜間急患センター 

休日夜間に発生した軽症急病患者の医療を確保する。 

 

イ 在宅当番医制 

休日等に発生した急病患者の医療を確保するため、市郡医師会の自主的な協力に

よる当番医制度が実施されている。 
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(2) 第二次救急医療体制 

   休日又は夜間における入院治療を必要とする重症救急患者及び初期救急医療施設か

らの転送患者の医療を確保するため、医療圏を単位として病院群輪番制方式、共同利

用型病院方式による第二次救急医療体制の整備を図っている。 

 

ア 病院群輪番制方式 

ｏ延岡西臼杵圏域(昭和52年10月開始) 県立延岡病院 

ｏ都城北諸県圏域(昭和55年10月開始) 国立病院機構都城医療センター 

都城市郡医師会病院 

ｏ日南・串間圏域(昭和52年10月開始) 県立日南病院 

ｏ西諸圏域(昭和63年４月開始) 小林市立病院 

ｏ日向入郷圏域(平成７年４月開始) 千代田病院 

イ 共同利用型病院方式 

ｏ宮崎東諸県圏域(昭和59年４月開始) 宮崎市郡医師会病院 

（注）昭和52年10月から59年３月まで病院群輪番制方式により実施 

ｏ西都児湯圏域(昭和55年12月開始) 西都児湯医療センター 

 

 

(3) 第三次救急医療体制 

① 救命救急センター 

初期救急医療施設及び第二次救急医療施設の後方病院として、心筋梗塞、脳血管

疾患、頭部損傷等の重篤な救急患者の救命医療を確保するため、高度な診療機能を

有した救命救急センターを昭和59年度から県立宮崎病院(病床38床)に、平成10

年度から県立延岡病院(病床31床)、平成24年度から宮崎大学医学部附属病院(病

床20床)にそれぞれ設置している。 

 

② ドクターヘリ 

平成24年４月に宮崎大学医学部附属病院を基地病院として、ドクターヘリが導

入され、医師、看護師による早期治療が必要な救急現場への迅速な出動が可能とな

り、救命率の向上や後遺障害の軽減が図られている。 

 

(4) 救急告示施設 

   救急病院(診療所)は、昭和39年の「救急病院等を定める省令」により、消防法の

規定する救急隊により搬送される傷病者に関する医療を担当する医療機関で、次の基

準に該当する病院(診療所)である｡ 

当該医療施設の開設者から知事に対し、救急業務に関し協力する旨の申出があり、

知事が救急病院(診療所)として認定し、その旨を告示したものであり、令和７年１月

現在、63施設を告示している。 

 

ｏ救急告示施設の基準(救急病院等を定める省令第１条第１項) 

（ア）救急医療について相当の知識及び経験を有する医師が常時診療に従事してい

ること。 

（イ）エックス線装置、心電計、輸血及び輸液のための設備その他救急医療を行う

ために必要な施設及び設備を有すること。 
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（ウ）救急隊による傷病者の搬送に容易な場所に所在し、かつ、傷病者の搬入に適

した構造設備を有すること。 

（エ）救急医療を要する傷病者のための専用病床又は当該傷病者のために優先的に

使用される病床を有すること。 

 

 
 

 

(5) 救急医療に従事する医師等研修 

   救急医療施設医師等研修委託事業 

救急医療の技術向上のために、救急医療を担当する医師等の救急医療に関する学識

と技術の向上を図る研修会を県医師会に委託し、昭和46年度から実施している。 

 

(6) 休日在宅医情報伝達 

   休日における急病患者の診療を容易にするため、厚生労働省が運営する「医療情報

ネット（ナビイ）」で休日在宅当番医情報を提供している。 

     また、各医師会において、新聞紙上での休日在宅当番医情報の掲載やテレフォンサ

ービス等を行い、地域住民への周知に努めている。 

 

(7) 子ども救急医療電話相談事業 

   小児救急患者の保護者等の不安を軽減し、小児救急医療機関への不要不急の受診を

抑制するため、午後７時から翌朝８時まで、看護師(必要に応じて小児科医)が電話相

談に対応する子ども救急医療電話相談事業を平成17年11月から実施している。 

ｏH17.11月～H22.３月  土日・祝日・年末年始の午後７時から午後11時まで対応 

ｏH22.４月～H27.12月  毎日午後７時から午後11時までの対応に変更 

ｏH28.１月～      毎日午後７時から翌午前８時までの対応に変更 

 

(8) 医療従事者確保のための救急医療利用適正化推進事業 

   救急医療の適正受診を促進するため、救急医療の適正利用に係る啓発や地域団体に

対する支援を行っている市町村への補助や、保護者等を対象とした小児救急医療の基

礎知識や受診のあり方に関する講座の開催や子ども救急医療電話相談事業の啓発等を

県医師会へ委託する事業を、令和３年度から実施している。 
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４ 災害医療 
(1) 災害拠点病院 

   災害時における救急患者の受入れや地域の医療機関への支援等を行う病院として、

平成９年３月に10病院を指定し、平成15年２月に宮崎大学医学部附属病院を、平成30

年２月に宮崎善仁会病院を、令和６年８月に延岡共立病院を災害拠点病院として指定

した。災害拠点病院には、「基幹災害拠点病院」と「地域災害拠点病院」がある。 

 

  ① 地域災害拠点病院 

相当数の病床を有し、多発外傷、挫滅症候群、広範囲熱傷等の災害時に多発する

重篤救急患者の救命医療を行うために高度の診療機能を有するとともに、地域の医

療機関への応急用資器材の貸出し、自己完結型の医療救護チームの派遣機能等に対

応できる医療機関。 

各二次医療圏内の病院、診療所の後方病院としての機能を持っており、平時にお

いては、トリアージ等の訓練・研修により要員の育成・強化を図り、総合的な整備

充実を進めている。 
注) トリアージとは、災害発生時等に多数の傷病者が発生した場合、傷病者の緊急度を重傷度に応じて治療

優先順位を決定すること。 
 

  ② 基幹災害拠点病院 

    地域災害拠点病院の機能を強化し、さらに要員の訓練・研修機能を有した「基幹

災害拠点病院」として県立宮崎病院及び宮崎大学医学部附属病院を指定している。

当基幹災害拠点病院は、県全体の災害拠点病院の中核となる施設である。 
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(2) DMAT、医療救護班及び災害医療コーディネーターによる医療救護活動 

   宮崎県地域防災計画に基づき、災害拠点病院による医療救護活動の外、状況に応じて

DMAT及び医療救護班を現地に派遣して、医療救護活動を行う体制を整備している。 

   ① DMATによる医療救護活動 

〔1〕 DMATの編成 

     厚生労働省が認めた専門的な研修等を受講している医療従事者が所属し、DMAT

の派遣等の協力を申し出たDMAT指定医療機関が編成する。 

〔2〕 DMATの構成 

     医師１名、看護師２名及び業務調整員１名の４名を標準とする。 

〔3〕 DMATによる活動 

県は、統括DMATと連携し、各DMATへの派遣要請及び参集場所の設定等を行

い、各DMATは、活動拠点本部等における統括DMAT等の指揮命令に基づき活動を

行う。その活動内容は、以下のとおり。 

      ア 災害現場での医療情報の収集と伝達 

     イ 災害現場でのトリアージ、救命処置、搬送支援 

     ウ 被災地内の病院における診療支援 

     エ 広域搬送拠点におけるトリアージ、救命処置、搬送支援 

     オ その他災害現場における救命活動に必要な措置 

 

   ② 医療救護班による医療救護活動 

〔1〕 医療救護班の編成(第43表) 

    
 

〔2〕 医療救護班の構成 

医師又は歯科医師が１名、保健師、助産師、看護師(准看護師を含む)又は歯

科衛生士が３名、事務担当者１名を基本とする。 

〔3〕 医療救護班による活動 

     避難所その他適当な地点に応急救護所を設けるとともに、次に掲げる施設を利

用して臨時救護所を設ける。また、必要に応じて巡回相談、訪問チームを編成し

巡回救護を行う。 

     ア 災害救助法適用市町村の区域内の病院及び診療所 

     イ アの区域に隣接する市町村の区域内の病院及び診療所 

 

 

機 関 名 名　　　　　称 備　　　考

県 立 病 院 県立病院救護班

日本赤十字社 日本赤十字社宮崎県支部常備救護班

医 師 会 JMAT(日本医師会災害医療チーム) 民間医療機関等で編成

歯 科 医 師 会 歯科医療救護班 民間医療機関等で編成

国 立 病 院 等 協力医療救護班 国立病院等で編成

市 町 村 市町村医療救護班 市町村立医療機関で編成

保 健 所 保健所医療救護班
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  ③ 宮崎県災害医療コーディネーターによる活動 

    宮崎県災害医療コーディネーターは、災害時に県、保健所及び市町村が保健医療

活動の総合調整等を適切かつ円滑に行えるよう、県保健医療福祉調整本部、保健所

及び市町村における保健医療活動の調整等を担う本部において、被災地の保健医療

ニーズの把握、保健医療活動チームの派遣調整等に係る助言及び支援を行う。 

 

(3) 搬送体制 

   傷病者の搬送、医療救護スタッフの搬送、医薬品等の医療物資の輸送について、そ

れぞれ消防機関、医療機関、医療物資の供給元による搬送を行うこととしている。 

 

(4) 医薬品等の備蓄体制 

   災害時に必要な医薬品等3,000人分を、県北(延岡)、県央(宮崎)、県南(都城)の３

地区に備蓄している。 

 

(5) 県災害医療コーディネート研修の開催 

   大規模災害時における医療提供体制を確保するため、災害医療に従事する関係者の

知識の習得・向上と、各災害医療関係機関の連携強化を図る必要があるため、平成

15年度より宮崎大学医学部において、各災害拠点病院等の医師等関係者が参加した

研修会を開催している。 

 

(6) 県災害医療活動マニュアルの策定 

   地震等の大規模災害が発生した際に、県と市町村、医師会、県内13か所の災害拠

点病院等、関係機関による迅速かつ適切な対応がなされるよう、事前に災害発生時に

おける連絡体制、役割分担、活動手順等について規定した「県災害医療活動マニュア

ル」を平成17年度に策定し、各病院におけるマニュアル整備、改訂の促進を働きか

けている。また、令和６年６月に改訂し、今後とも必要に応じ、適宜見直しを行う。 

 

(7) 災害時等関連協定の締結 

   災害医療に関する協定として、県と各関係団体との間で以下のとおり協定を締結し

ている。 

 

 
 

※協定の相手が複数ある場合の「締結日」は、一番初めに当該協定を締結した相手方との締結

日を記載している。 
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(8) 航空搬送拠点臨時医療施設(ステージングケアユニット：SCU) 

   航空機での搬送に際して、患者の症状の安定化を図り、搬送を実施するための救護

所として、被災地内外を問わず航空搬送拠点に設置される。 

  平成27年度に県内３か所にて資機材の整備を行い、平成29年度に宮崎空港に追加整

備を行った。 
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５ 医療関係者の確保対策 
(1) 医師確保対策 

ア 推進体制 

    地域医療を担う医師の養成・確保と資質向上を図るため、宮崎大学、県医師会、

医療機関、市町村等と密接に連携し、オール宮崎の体制で、医師のキャリア形成及

び医師が不足する医療機関の医師確保を支援する。 
 

(ｱ) 宮崎県地域医療対策協議会(医療法第30条の23) 

本県では、医療現場を支える医師の養成・確保に加え、地域間・診療科間の偏在

が課題となっている。 

そのため、平成16年度から、県、宮崎大学、県医師会等で構成される「宮崎県地

域医療対策協議会」を開催し、医師の確保に関する全般的事項について協議を行

い、必要な施策を定め、推進している。 
 

(ｲ) 宮崎県地域医療支援機構(医療法第30条の25・地域医療支援センター) 

地域医療対策協議会が定めた施策を具体的に実施するため、県、市町村、宮崎大

学、県医師会で構成する「宮崎県地域医療支援機構」を平成23年度に設置し、医

師のキャリア形成と一体的に医療機関の医師確保を支援する事業等に取り組んでい

る。 

なお、平成29年度には、宮崎大学医学部内に同機構の分室を設置し、医学生に

対する支援の充実にも取り組んでいる。 

(a) キャリア形成プログラムの策定 

     医療法改正を受け、医師不足地域における医師の確保、当該地域派遣医師の能

力開発・向上の機会の確保の両立を図るため、地域医療対策協議会の承認を受

け、令和元年11月に宮崎県キャリア形成プログラムを策定。 

(b) 医師のキャリア形成支援 

     県内の公的医療機関又は中核的医療機関に勤務する医師を対象として、専門医

等の資格取得に要する経費を助成するとともに、地域医療に関する研修会や臨床

研修医向けのセミナー、指導医向けの講習会等を開催。 

(c) 医学生等への支援 

機構分室による地域枠等医学生との定期的な面談の実施や、キャリア形成プ

ログラムに関するセミナー等の開催により、医学生へのきめ細やかな支援を行う

とともに、地域枠等医学生に対して地域医療に関する意識の涵養を図るため、令

和４年度に宮崎県キャリア形成卒前支援プランを策定。 

医師を目指す子どもたちを増やすため、高校生等を対象としたフォーラムを開

催。 

(d) 情報発信 

     県内外の医学生に本県の臨床研修及び専門研修をＰＲするため、病院説明会を

実施。また、機構の取組を広く伝えるため、ウェブサイトやFacebookを通じ、

情報発信するとともに、本県の地域医療への関心を高めるため、高校生・医学生

等向けの広報誌を作成。 
 

(ｳ) 宮崎県医師確保対策推進協議会 

平成19年度に県及び自治体病院等を有する市町村で構成する「宮崎県医師確保

対策推進協議会」を設立し、従来、個別に行っていた医師招へい活動を協同して実
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施するとともに、(ｲ)の宮崎県地域医療支援機構と連携して、情報発信、学会への

ブース出展、病院見学支援等を実施。 
 

(ｴ) 宮崎県臨床研修・専門研修運営協議会 

平成16年度に県医師会を事務局として、県、宮崎大学及び臨床研修病院等で構

成される「宮崎県臨床研修運営協議会」が設置され、(ｲ)の宮崎県地域医療支援機

構と連携して、県内の研修体制の整備及び充実に取り組むとともに、平成29年度

からは、「宮崎県臨床研修・専門研修運営協議会」に改組し、臨床研修修了後の若

手医師の養成・県内定着にも取り組んでいる。 

 

イ 施策 

    若手医師の養成・確保に重点的に取組み、併せて地域間の偏在解消、特定診療科

の医師不足解消を図るとともに、県内定着を促進するため、女性医師の就労環境整

備や医師の勤務負担軽減等に取り組む。 
 

(ｱ) 若手医師の養成 

将来、本県の地域医療を担う若手医師の養成を図るため、医学部入学を目指す高

校生、医学生、臨床研修医、専攻医といった医師養成課程ごとに、関係機関が連携

して、支援を行う。 

(a) 宮崎大学医学部における地域枠Ａ、地域枠Ｂ及び地域枠Ｃ推薦入試 

医師の高齢化・地域間の偏在が進む中、本県の地域医療を担う人材の養成・

確保を図るため、宮崎大学医学部に地域枠(定員10名、H18年度入試（H17年度

実施）～)及び、医師修学資金の貸与を条件とする地域特別枠（定員15名、H21

年度入試（H20年度実施）～）を設置。 

令和４年度より、県内定着が期待できる医師をさらに養成するため、地域枠

Ａ、地域枠Ｂ及び地域枠Ｃへと拡充。 

・地域枠Ａ 定員10名 

       県内の高校生を対象とした推薦入試枠 

・地域枠Ｂ 定員15名 

       県内の高校生及び高校を卒業した者(既卒２年目まで)を対象とした推薦入

試枠 

・地域枠Ｃ 定員15名 

       県内外の高校生及び高校を卒業した者(既卒２年目まで)を対象とした推薦

入試枠 

なお、地域枠Ａ、地域枠Ｂ及び地域枠Ｃの入学者全員に対して医師修学資

金を貸与することとしている。 

(b) 医師修学資金貸与事業 

将来県内の医療機関に従事しようとする医学生に対し、平成18年度から月額

100千円(入学時282千円を加算)の修学資金を貸与。貸与を受けた医学生は、臨

床研修修了後、一定期間、県内の指定された医療機関に勤務することで、修学資

金の返還が免除される。 

なお、令和５年度の新規貸与者から、返還免除に係る要件をキャリア形成プ

ログラムを満了することへと見直した。 
 

(ｲ) 地域的な偏在の解消 

(a) 無料職業紹介事業(医療法第30条の25第２項及び第３項) 
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平成22年から、県において無料職業紹介所事業を開始し、県内外の求職医師

に対して、ドクターバンク等を活用し、宮崎県医師確保対策推進協議会の会員で

ある自治体病院へのあっせんを行っている。 

(b) 宮崎大学医学部地域医療・総合診療医学講座(寄附講座) 

平成22年４月に宮崎大学医学部に寄附講座(地域医療・総合診療医学講座)を

設置し、医学生段階から地域医療の意義や重要性に対する認識を深めるため、地

域医療に関する講義やへき地医療機関等での実習を実施するとともに、総合診療

科専門研修プログラムによる総合診療医の養成を通じ、地域医療を担う医師を養

成・確保する。 
 

(ｳ) 特定診療科の医師不足の解消 

(a) 専門医育成事業 

県内で専門研修を行う小児科(H20～）、産科(H30～）、総合診療科(R元～)の専

攻医に対し、月額100千円の研修資金を貸与(最長３年間)し、県内への定着を促

進。貸与を受けた専攻医は、専門研修修了後、貸与期間に相当する期間、指定さ

れた医療機関に勤務することで、研修資金の返還が免除される。 

また、小児科については、専門研修の充実を図るため、県内の小児医療機関

共同での症例発表会を開催。 

(b) 産科医等確保支援事業 

平成21年から、地域でお産を支える産科医等の処遇改善を図るため、分娩手

当の支給に対する補助を行い、減少している分娩施設及び産科医等の維持・確保

を図っている。 

また、令和４年度より中高生や医学生を対象とした産科医の魅力を発信する取組

を支援している。 
 

(ｴ) 女性医師の就労環境整備及び医師の勤務負担軽減 

(a) 女性医師等の就労支援に関する事業 

     女性医師等が安心して就労することのできる環境の整備を図るため、ワークラ

イフ・バランスの意識の醸成を図るセミナーの開催や、相談窓口の設置、復職・

キャリアアップへの支援、院内保育所の運営支援などを県医師会と連携して実施

している。 

(b) 宮崎県医療勤務環境改善支援センター 

平成27年度に、医療従事者の離職防止や定着促進等を図るため、「宮崎県医

療勤務環境改善支援センター」を設立し、社会保険労務士と医業経営コンサルタ

ント等が連携して専門的な助言・支援を行い、勤務環境改善に向けた各医療機関

の取組を促進している。 

(c) 勤務環境改善体制整備事業 

令和３年度より、医師の時間外労働規制に対応するため、救急医療など地域

医療に特別な役割があり、かつ勤務医の負担軽減等に取り組む医療機関に対し、

体制整備等に要する費用を補助している。 
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(2) 薬剤師確保対策 

少子高齢化のさらなる進行や、今後人口減少地域が増大することが予測される中

で、人口構造の変化や地域の実情に応じた医薬品提供体制の確保が求められている。

薬剤師の従事先には、地域偏在や業態偏在があり、特に病院薬剤師の確保が喫緊の課

題であることから、本県においても令和６年度に薬剤師確保計画を策定し、県内で必

要な薬剤師の確保に取り組んでいる。 
 

(ｱ) 宮崎県薬剤師確保対策協議会 

令和５年度から、県薬剤師会、病院薬剤師会、薬系大学、行政機関から構成され

る宮崎県薬剤師確保対策協議会を立ち上げ、地域偏在も含めた薬剤師不足等の状況

把握とともに、宮崎県内で就業する薬剤師や県内の薬系大学に進学する薬学生を確

保するための協議を行っている。 
 

(ｲ) 宮崎県病院薬剤師奨学金返還支援事業 

新たに宮崎県内の対象病院に就職する薬剤師に対し、一定期間（県から支援を受

けることとした期間の1.5倍の期間）就業した場合に奨学金返還を支援。（最大年

額40万円、最長9年間） 
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(3) 看護師等確保対策 

住民の健康保持・増進を図る上において看護師等の確保と質の向上は極めて重要で

ある。 

看護師等の確保対策については、第１には看護師等の養成、並びに現任教育、第２

には現在業務に従事している者の離職防止、第３には未就業看護師等の職場復帰を促

進することであり、そのための施策を講じている。 

 

ア 教育制度 

    保 健 師            助 産 師       

 

 

 

 

 

 
●保健師・助産師の免許取得には看護師国家試験の合格が必要です。 

（※）保健師・助産師の教育プログラムがある大学では看護師に加えて保健師・助産師の国家試験受

験資格を得ることができます。 

 

         看    護    師          

 

   

 

    

 

 

 

 

 

国 家 試 験 国 家 試 験 

保
健
師
養
成
所 

１
年 

看
護
系
大
学 

 

大
学
院 

２
年 

看
護
短
期
大
学 

専
攻
科
１
年 

助
産
師
養
成
所 

１
年 

看
護
系
大
学 

 

大
学
院 

２
年 

看
護
系
大
学 

専
攻
科
・
別
科 

 

看
護
短
期
大
学 

専
攻
科
１
年 

国 家 試 験 

看
護
系
大
学 

 

中 学 校 

都道府県知事試験 

准 看 護 師 

◎入学資格 

３年以上の業務経験を

有する准看護師 

（高卒の方は実務経験

が不要。） 

看
護
師
養
成
所

◎ 
 

全
日
制 

２
年 

高 等 学 校 

看
護
短
期
大
学 

３
年 

５
年
一
貫
教
育
校 

５
年 

准看護師養成課程 

２年 

看
護
師
養
成  

全
日
制 

３
年 

定
時
制 

４
年 
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イ 看護師等の養成 

本県の看護師等の養成状況は下記のとおりである。 
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次に、准看護師養成所における高校以上の卒業生の入学の状況をみると、令和５年

度では全国平均80.0％、本県においては91.5％である。 
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40
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ウ 看護師等養成所運営費補助 

民間の看護師等の養成所に対し、その育成支援を行うため、運営費の一部を助成

しており、その状況は次のとおりとなっている。 
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エ 看護師等修学資金の貸付 

県は、昭和37年度から県内における看護師等の確保及び資質の向上を図るた

め、「宮崎県看護師等修学資金貸与条例」に基づき養成施設に在学する者で、将来

宮崎県内の病院等(特定施設等)において看護師等の業務に従事しようとする者に対

して修学資金の貸与を行っている。 

種別 貸与月額 

保健師 

助産師 

看護師 

国 立 等   32,000円 

 

民 間 立   36,000円 

         ※ 助産師養成施設に在学する者は上記に8,000円を加算 

 

 
 

 

オ 宮崎県ナースセンター等に委託して実施する事業 

県内の未就業の看護職員の就業促進と訪問看護を担う人材の育成を支援するた

め、次のような各種看護師確保対策事業を行っている。 
 

(1) ナースバンク事業 

① 未就業者の実態、就労希望条件、看護職員需要施設等の把握(無料職業紹介事

業) 

② 就業に関する相談指導 

③ 届出制度の登録支援 

④  看護のシゴト出前就業相談事業 

⑤ 中央ナースセンターとの連携 

 

(2) 復職支援事業 

① 講義・演習コース、実習コースの実施 
 

(3) 訪問看護推進事業 

① 訪問看護人材育成事業の実施 

② 看護人材連携支援事業の実施 

③ 訪問看護相談支援事業の実施 
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(4) 看護の魅力発信事業 

① ふれあい看護体験の実施 

② 看護進路相談会の実施 

③ 看護の出前授業の実施 
 

(5) 勤務環境づくり推進事業 

① 勤務環境改善推進研修の実施 

② 看護職の就労環境等に関する相談支援 

 

(6) 就職説明会事業 

① 看護学生等を対象とした県内医療機関による合同就職説明会 

 
 第55表 無料職業紹介事業 

 
 ※県外からの求人登録施設・求人は含まない。 

 

 

 (2) 相談件数実績（令和５年度） 

求 人 相 談   1,492 

求 職 相 談  2,661 
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 第56表 復職支援事業 

  未就業の看護職員などに対し、最近における看護知識、技術を習得させ、再就職を促

進する。 

 

 
 
 

 第57表 訪問看護人材育成事業 

在宅看護の増大に対応できる看護職員の育成を図るため、在宅看護に必要な専門知

識と技術を習得させる。 
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(4) 理学療法士・作業療法士確保対策 

   理学療法、作業療法等のリハビリテーションは、予防、治療に次ぐ第三の医学と呼

ばれており、理学療法は、身体に障害のある者に対し、主としてその基本的動作能力

の回復を図ることを目的とし、作業療法は、身体又は精神に障害のある者に対し、主

としてその応用的動作能力又は社会的適応能力の回復を図ることを目的としている。

いずれも、障害のある人々を社会復帰させるための訓練指導の根幹をなすものであ

り、理学療法、作業療法の専門技術者として、理学療法士及び作業療法士の資格制度

が設けられている。 

本県においては、令和６年４月現在、理学療法士及び作業療法士法に基づく理学療

法士養成施設として３校、作業療法士養成学校として１校設置されている。 

理学療法士、作業療法士ともに、卒業後において国家試験を受験し、免許取得後、

診療の補助としての理学療法、作業療法業務に就くこととなる。 

 

 
 

 
 

 

(5) 歯科衛生士・歯科技工士確保対策 

   歯科医療の向上は、県民に健康で文化的な生活を保障するものであるだけに、社会

的期待も大きく、中でも歯科衛生士、歯科技工士の業務は、歯科医療体系の中で大き

な役割を占め、歯科医療の充実向上のために欠くことのできない存在となってきてい

る。 

歯科医療の進歩・発展に伴い、県民の歯科医療に対する需要はますます増大し、レ

ベルの高い歯科医療従事者の養成確保が求められている。 
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６ 医薬品等の安全確保 
医薬品等については、その有効性及び安全性の確保が強く要請されており、医薬分

業の推進と併せて医薬品等ＧＭＰ(製造管理・品質管理の基準)等の遵守等、諸施策の

充実強化が図られている。 

本県においても、医薬品等製造業に係る医薬品等の有効性・安全性の確保が重要で

あることから、製造から使用に至る各段階で不良品の発生防止、品質管理の徹底、適

正な販売及び使用を図る必要がある。 

 

(1) 薬事監視指導等 

   常時監視については、薬事監視員が次のような監視指導を行っている。 

また、毎年、医薬品及び医療機器の一斉取締りが全国規模で行われており、薬局及

び医薬品販売業については、それぞれ全数の１／３以上に相当する施設を対象として

立入検査を行っている。 

   ○ 不良品、不正表示品の監視並びに指導 

   ○ 無承認、無許可品の監視並びに指導 

   ○ 虚偽、誇大広告の監視並びに指導 

   ○ 医薬品等製造業者等に対する「医薬品等の製造管理及び品質管理の基準に関す

る省令」(ＧＭＰ)等遵守のための監視指導 

   ○ 薬局、医薬品販売業に対する医薬品等の管理の徹底 

   ○ 医薬品等の販売時における消費者指導の徹底 
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(2) 毒物及び劇物監視指導等 

医薬品及び医薬部外品を除く化学物質のうち、毒性が強く人の健康を直接害する作

用のある化学物質については、毒物及び劇物取締法により毒物又は劇物として指定さ

れ、その製造、輸入、販売、運搬、廃棄等の取扱い全般について保健衛生上の見地か

ら規制されている。 

毒物及び劇物の製造、貯蔵、運搬及び廃棄による事故等の防止に重点を置き、製造

業者及び業務上取り扱う事業所等に対し、毒物劇物監視員により次のような監視指導

を行っている。 

   ○ 毒物劇物営業者 

    (ｱ) 適正な保管管理及び譲渡等に関する監視指導 

    (ｲ) 無登録販売及び表示等の監視指導 

   ○ 業務上取扱者 

    (ｱ) 適正な保管管理に関する監視指導 

    (ｲ) 運搬、廃棄の方法等に関する監視指導 

さらに、関係機関等で構成する「宮崎県毒物劇物事故対策連絡協議会」において毒

物劇物による事故の未然防止や危被害の拡大防止について情報交換を行い、連携強化

を図っている。 

また、希少な中毒治療医薬品を県下７地域医療圏毎の８つの救急病院に配備して毒

物劇物事故発生時における危機管理体制の整備を図っている。 
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７ 血液事業の推進 
わが国の血液事業は、昭和39年の閣議決定を契機として、関係者による多大の努

力が積み重ねられた結果、輸血用血液製剤については国内自給が達成されているが、

血漿分画製剤の一部については、相当量を輸入に依存している状況にある。このよう

な現状を踏まえ、平成14年７月に安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律

(昭和31年法律160号)が公布され(平成15年７月30日施行)、新たな取組が進めら

れることになった。 
本県では、同法の趣旨を踏まえ、輸血用血液製剤の需要見込み及び国から割り当て

られた原料血漿の目標量を考慮し宮崎県献血推進計画を策定している。 
また、計画の推進に当たっては、若者に献血思想の普及を図るとともに、成分献血

及び400mL献血への理解と協力を求めるため、各般の事業を展開している。 

 

 
 

(1) 献血推進事業実施状況 
 

ア 広報啓発活動・献血運動推進大会等 

○ 献血協力者確保等推進事業 

          ラブラッド（複数回献血クラブ）会員登録、献血サポーター企業登録推進、 

若年層対策等 

      ○ 町、総ぐるみ献血参加運動 

         市町村単位で通年実施。 

      ○ ｢こいのぼり献血キャンペーン｣  

          令和５年５月３日 

名称 所在地 電話番号

県 立 宮 崎 病 院 宮崎市北高松町5番30号 0985-24-4181

宮 崎 市 郡 医 師 会 病 院 宮崎市大字有田1173番地 0985-77-9101

都 城 市 郡 医 師 会 病 院 都城市太郎坊町1364番地1 0986-36-8300

・亜硝酸ｱﾐﾙ 県 立 延 岡 病 院 延岡市新小路2丁目1番10号 0982-32-6181

・ﾌﾞﾗｲｱﾝ注 県 立 日 南 病 院 日南市木山1丁目9番5号 0987-23-3111

・ﾊﾞﾙ筋注 小 林 市 立 病 院 小林市大字細野2235番地3 0984-23-4711

西 都 児 湯 医 療 セ ン タ ー 西都市大字妻1550番地 0983-42-1113

宮 崎 県 済 生 会 日 向 病 院 門川町南町4丁目128番地 0982-63-1321

配備している緊
急解毒薬

　第68表　緊急解毒薬の配備を依頼している救急病院
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    ○ 「愛の血液助け合い運動」 

     令和５年７月１日～31日 

   ○ 令和５年度「みやざき愛の献血運動推進県民大会」 

令和５年10月24日 

          表彰：厚生労働大臣表彰状・感謝状(２団体)、宮崎県知事感謝状(６団体)、 

        日本赤十字社有功賞(11団体)、日本赤十字社宮崎県支部長感謝状(９団

体)   

   ○ 「クリスマス献血キャンペーン｣ 

          令和５年12月23日、24日、26日 

    ○ 「はたちの献血キャンペーン｣    

        令和６年１月１日～２月28日 

      ○ その他広報関係 

          県政番組、新聞等 
  

                                                 

イ 献血体制の推進等 

     会議・研修会の開催 

      ○ 宮崎県合同輸血療法委員会研修会   

      令和６年２月３日 

      ○ 令和５年度宮崎県献血推進協議会   

      令和６年２月７日 

        ○ 各保健所管内献血推進連絡協議会 

            現地開催７保健所、オンライン開催１保健所 
 

  ウ 血液検査成績通知サービスの実施 

      日本赤十字社では、生化学検査成績(７項目)及び血球計数検査成績(８項目)につ

いて、通知を希望された方への通知サービス(親展での郵送)を行っている。 

 

(2) 血液製剤の供給 

   宮崎県赤十字血液センター及び延岡供給出張所からの供給により、血液製剤の迅速

かつ安定供給を図っている。 

 

名   称 所  在  地 電話番号 

宮崎県赤十字血液センター 

宮崎県赤十字血液センター延岡供給出張所 

宮崎市大字恒久885-1 

延岡市野田3丁目6-3 

0985-50-1800 

0982-42-3100 
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８ 麻薬及び向精神薬等の薬物乱用防止 
麻薬や向精神薬等は、その優れた医療上の価値により、医薬品として不可欠なもの

であるが、一方、これらの乱用は個人の心身に重大な危害を引き起こすばかりでな

く、家庭の破壊や犯罪誘発の要因となるなど、社会全体に重大な悪影響を及ぼしてい

る。 
   県内においても、麻薬・覚醒剤・大麻等の薬物乱用や、危険ドラッグによる健康被

害が発生しており、これらの薬物乱用を防止するため、次のような対策を実施してい

る。 

 

(1) 麻薬及び向精神薬等取扱者の立入指導 

   麻薬・向精神薬・覚醒剤等の取扱者(病院・診療所・薬局等)の立入検査を実施し、

麻薬・向精神薬・覚醒剤等の適正な取扱いについて指導している。 

 

 (2) 薬物乱用防止啓発活動の実施 

薬物乱用防止指導員を中心とした地域での啓発活動を実施するとともに、関係機関

と連携して児童・生徒や学生等を対象に薬物乱用防止教室を開催している。 

 

 

 
 

 

 

 

 

52



 
 

 

53



 
 

 
 

 
 

 

【参考事項】 

 県内の麻薬・覚醒剤等取締状況(県警察本部調べ) 
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９ 家庭用品の安全 
家庭用品に使用されている化学物質による保健衛生上の被害を防止するため、「有

害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律」に基づき、試買検査を重点的に実施

している。 

   令和５年度は、繊維製品及び家庭用化学製品について、買い上げを実施し、ホルム

アルデヒド等３項目について検査を実施した。 

 
（分析機関：県衛生環境研究所） 
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